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３．事業の実施状況 

 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 
事業名 【NO.1】 

 病床機能の分化・連携を推進するための

基盤整備事業 

【総事業費】 
1,451 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 各医療機関 

事業の期間 平成 27 年 10 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

病床の機能分化・連携を推進し、効率的かつ質の高い医

療提供体制の構築を図る必要がある。 

アウトカム指標：回復期機能（地域包括ケア病棟、回復期

リハビリテーション病棟）への転換数の増 

事業の内容（当初計画） 既存の病床を地域包括ケア病棟または回復期リハビリテ

ーション病棟へ転換する病院に対し、機能転換のために必

要な施設改修、設備整備費用を支援する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

○地域包括ケア病棟、回復期リハビリテーション病棟の増

加 

 

アウトプット指標（達成

値） 

○地域包括ケア病棟への機能転換：１病院 25 床 

 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：回復期機能（地域

包括ケア病棟、回復期リハビリテーション病棟）への転換 

数の増  

指標：一般病棟（10対 1）の病床 25 床が地域包括ケア病棟

へ転換 

（１）事業の有効性 
不足する病床機能へ過剰な病床機能から転換を促進する

ことにより、病床機能の分化、連携の推進に向けバランス

のとれた医療提供体制構築の取り組みの推進が図られた。 
（２）事業の効率性 
施設基準届出に必要な改修等の費用を対象とし、事業者

に対し工事発注の入札による執行を指導したことにより効

率的に事業が執行された。 
その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 
事業名 【NO.4】 

 小児集中治療室（PICU）基盤整備事業 

【総事業費】 
48,627 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 沖縄県 

事業の期間 平成 27 年 11 月～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

ＰＩＣＵについて、小児救急患者の入院数が増加し、病床

が満床のため、受入を断ったり、侵襲度の高い手術を延期

したりなど患者に不利益が生じている。 

アウトカム指標：ＰＩＣＵにおける小児救急患者の受け入

れ数の増加 

事業の内容（当初計画） 地域医療機関との連携強化を図るため、小児に特化したＰ

ＩＣＵを有する病院に対して増床に係る施設・設備整備に

必要な費用に対して支援を行う 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

○小児集中治療室（PICU）病床数 増加 

アウトプット指標（達成

値） 

○小児集中治療室（PICU）病床数 ６→８ 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：ＰＩＣＵにおける

小児救急患者の受け入れ数の増加  

観察できなかった 

観察できた      → 整備前の平成29年 5月の受け

入れ数142 → 整備後の平成29年 12月の受け入れ数221 

（１）事業の有効性 
ＰＩＣＵを６床から８床に増床したことで、小児救急患

者の受け入れ数が増加し、県民がいつでも安心できる高度

専門的な医療を提供することが可能となった。 
（２）事業の効率性 
 県全体の小児救急医療の中心であり、小児救命救急セン

ターでもある県立南部医療センター・子ども医療センター

に PICU を増床することで、効率よく県全体の小児救急医

療体制を強化することができた。 
その他  
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３．事業の実施状況 

 
平成27年度沖縄県計画に規定した事業について、平成28年度終了時における事業の実施状

況を記載。 

 
事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業  

事業名 【NO.１】沖縄県介護施設等整備事業 【総事業費】 

784,048 千円 

事業の対象となる区域 北部圏域、中部圏域、南部圏域 

事業の実施主体 市町村、社会福祉法人等 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービ

ス施設等の整備等を支援することにより、地域の実情に応

じた介護サービス提供体制の整備を促進する。 

地域密着型サービス施設等の整備。 

事業の内容（当初計画） ①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

小規模多機能型居宅介護事業所  116 人／月分（４カ所） 

認知症高齢者グループホーム   45 床（５カ所） 

認知症対応型デイサービスセンター 12 人／月分（１カ所） 

看護小規模多機能型居宅介護    125 人／月分（５カ所） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所   ２カ所 

地域包括支援センター            ７カ所 

 

 ②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支

援を行う。 

 

 ③介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に

対して支援を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービ

ス施設等の整備等を支援することにより、地域の実情に応

じた介護サービス提供体制の整備を促進する。 

・小規模多機能型居宅介護事業所 



   

23 
 

 1,741 人／月分（74 カ所） → 1,857 人／月（78 カ所） 

・認知症高齢者グループホーム 

 933 床（104 カ所） →  978 床（109 カ所） 

・看護小規模多機能型居宅介護 

 25 人／月分（１カ所） → 150 人／月（６カ所） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

 １カ所 → ３カ所 

・地域包括支援センター  59 カ所 → 66 カ所 

・プライバシーに配慮した多床室改修 170 床（２施設） 

アウトプット指標（達成

値） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

 29 床（１カ所） 

・認知症高齢者グループホーム 

 45 床（４カ所） 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

 29 人／月分（１カ所） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

 25 人／月分（１カ所） 

・プライバシーに配慮した多床室改修 164 床（２施設） 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

地域密着型サービス施設等の整備を行うことにより、地

域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備を促進する

ことができた。 

 

（２）事業の効率性 

調達方法や手続について行政の手法を紹介することで一

定の共通認識のもとで備品購入等に係る契約を行い、調達

の効率化が図られた。 

その他  
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24 
事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.１】介護人材確保対策連携強化事業 【総事業費】 

55 千円 

事業の対象となる区

域 

北部圏域、中部圏域、南部圏域、宮古圏域、八重山圏域（沖縄

県全体） 

事業の実施主体 沖縄県、介護関係機関等 

事業の期間 平成 28 年 4 月～平成 29 年 3 月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

平成３７年度に本県では約 4,300 人の介護人材不足が予測さ

れている。 

アウトカム指標：関係機関・団体と連携・協働した介護従事者

の確保に関する施策立案・実施 

事業の内容（当初計

画） 

介護従事者の確保・定着へ向けた総合的な取組を実施するた

め、行政や職能団体、事業者団体などで構成される協議会を設

置し、普及啓発・情報提供、人材確保・育成、労働環境改善等

に関する取組の計画立案を行うとともに、検討した施策を実現

するため、関係機関や団体との連携・協働の推進を図る。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

協議会開催（年２回程度） 

アウトプット指標

（達成値） 

協議会開催（年１回） 

事業の有効性・効率

性 

事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：関係機関・団体と連

携・協働した介護従事者の確保に関する施策立案・実施 

観察できた  →  指標：関係機関・団体と連携・協働した

介護従事者の確保に関する施策立案・実施を図った。 

（１）事業の有効性 
沖縄県介護従事者確保推進協議会の設置・開催により、関係

機関や団体との連携・協働の推進が図られた。 
（２）事業の効率性 
行政や職能団体、事業者団体など様々な介護関係機関が協議

会委員となり、関係機関の連携が効率的に行われた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.２】福祉・介護人材参入促進事業 【総事業費】 

19,134 千円 

事業の対象となる区

域 

北部圏域、中部圏域、南部圏域、宮古圏域、八重山圏域（沖縄

県全体） 

事業の実施主体 補助事業者 

事業の期間 平成 28 年 4 月～平成 29 年 3 月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

今後、介護人材が不足するとの見通しが示されており、介護人

材確保の持続可能性を高める必要がある。 

アウトカム指標：「社会福祉の専門的職業」（常用（フルタイム

及びパート））の充足率 

事業の内容（当初計

画） 

・介護従事者の確保・定着へ向けた普及啓発・情報提供に関

する取組の実施 

・行政や職能団体や事業者団体の連携・協働の醸成の場の提供 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

・学校訪問、進学説明会、オープンキャンパス、職業講話・セ

ミナーを実施した高等学校の数（延べ）：240 校 

・学校訪問、進学説明会、オープンキャンパス、職業講話・セ

ミナーの各参加者の合計：1,300 人（小・中学生、大学生、

高校生、一般） 

アウトプット指標

（達成値） 

・学校訪問、進学説明会、オープンキャンパス、職業講話・セ

ミナーを実施した高等学校の数（延べ）：326 校 

・学校訪問、進学説明会、オープンキャンパス、職業講話・セ

ミナーの各参加者の合計：2,659 人（小・中学生、大学生、

高校生、一般） 

事業の有効性・効率

性 

事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：「社会福祉の専門的職

業」（常用（フルタイム及びパート））の就職件数の増加（基準

年からの増加分 21.2％） 

観察できた → 指標：226 人（H27.4 月分）から 274 人（H29.4

月分）に増加した。（※背景にある医療・介護ニーズで定めた

アウトカム指標と必ずしも一致するものではない。） 

（１）事業の有効性 
・本事業により、介護職への理解促進とイメージアップの推進

が図られた。 
・補助事業者（介護福祉士養成施設）が共同で取り組むものも

あるため、連携・協働が促進された。 
（２）事業の効率性 
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補助事業者が定期的に本事業に係る会議を開催したため、説明

会等の開催時期や対象者、方法等について情報が共有され、効

率化が図られた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.３】介護実習生受入支援事業 【総事業費】 

1,680 千円 

事業の対象となる区

域 

北部圏域、中部圏域、南部圏域、宮古圏域、八重山圏域（沖縄

県全体） 

事業の実施主体 沖縄県 

事業の期間 平成 28 年 4 月～平成 29 年 3 月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

専門学生の介護福祉士資格取得課程における実習指導におい

て、受入れ事業所ごとにばらつきがあるため、他業界へ人材が

流出することがある。 

アウトカム指標：専門学生の介護関係業種への就業  

事業の内容（当初計

画） 

・介護実習内容の評価基準を作成し、介護福祉士養成課程の学

生を受け入れる施設への指導・審査を行い、実習内容適正化に

かかる経費を支援する。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

・介護実習内容の評価基準を作成し、介護実習生受入施設への

指導・審査による実習内容の適正化を図る。 

・年間 116 人の学生に対する質の高い実習の提供。 

アウトプット指標

（達成値） 

・44 名（受入れ施設数 27 箇所）が本事業を活用して実習を行

い、うち 36 名が老人福祉関係事業所へ就職した。 

・当初の目標は年間 116 人であったが、類似した複数の実習の

実施時期が重なり、施設側の受入れ可能人数が少なかったこと

等から、達成値は 44 名と目標値を下回った。 

事業の有効性・効率

性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：専門学生の介護関係業

種への就業 

観察できた → 指標：44 名（受入れ施設数 27 箇所）が本事

業を活用して実習を行い、うち 36 名が老人福祉関係事業所へ

就職した。 

（１）事業の有効性 
介護実習生受入施設の実習内容の適正化を図り、学生に質の

高い実習の提供を行うことができた。 

（２）事業の効率性 
 学生に質の高い実習の提供を行うことで介護関係業種への

就職支援が図られ、一定の効果はあったが、目標値に届かなか

ったことから、実施スケジュールや支援内容について検証が必

要である。 
その他  



   

28 
 

 
事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.４】介護人材育成・就業支援事業 【総事業費】 

15,997 千円 

事業の対象となる区

域 

北部圏域、中部圏域、南部圏域、宮古圏域、八重山圏域（沖縄

県全体） 

事業の実施主体 社団法人等 

事業の期間 平成 28 年 4 月～平成 29 年 3 月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

平成３７年度に本県では約 4,300 人の介護人材不足が予測さ

れている。 

アウトカム指標：介護人材の供給、雇用創出等を目指す。 

事業の内容（当初計

画） 

・介護未就業者の募集、短期雇用 

・初期研修、初任者研修（実務研修）の実施 

・介護資格の取得による就業支援 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

・介護未就業者を短期雇用し、介護保険法に基づく事業所にお

いて介護支援業務に従事させるとともに、研修等の受講により

介護資格を取得させる。 

・平成 28 年度で 15 人、3 年間で合計 50 人の新規従業者を確

保する。 

 また、次年度以降は、市町村が行う総合事業を担える人材育

成等も検討し、介護人材の供給（シルバー等の活用）に努める。 

アウトプット指標

（達成値） 

・平成 28 年度は 19 人を雇用し、介護支援業務に従事させると

ともに、研修等を受講させた。 

事業の有効性・効率

性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：介護人材の供給、雇用

創出等。 

観察できた → 指標：平成 29 年４月時点で 19 人のうち 13

人が介護施設等において継続就労している。 

（１）事業の有効性 
 本事業により新たな介護人材の確保が図られた。 
（２）事業の効率性 
介護支援業務に従事しながら研修等を受講することで、介護

未就業者が介護の基礎知識を習得しながら介護サービス事業

者（受入施設）とのマッチングを図ることができ、介護人材の

確保につながった。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.５】介護職員資質向上等研修事業（サー

ビス提供責任者適正実施研修） 

【総事業費】 

1,211 千円 

事業の対象となる区

域 

北部圏域、中部圏域、南部圏域、宮古圏域、八重山圏域（沖縄

県全体） 

事業の実施主体 沖縄県 

事業の期間 平成 28 年 4 月～平成 29 年 3 月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

サービス提供責任者の資質向上を通して、地域ケアシステム構

築の一助を図る。 

アウトカム指標：サービス提供責任者の資質向上 

事業の内容（当初計

画） 

訪問介護事業所におけるサービス提供責任者の資質向上を目

的とする研修を行う。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

・４０人程度の研修修了者の養成 

アウトプット指標

（達成値） 

・３８人の研修修了者の養成 

事業の有効性・効率

性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：サービス提供責任者の

資質向上 

観察できた → 指標：新たに 38 名が研修を修了し、県内サ

ービス提供責任者の資質水準の向上が図られた。 

（１）事業の有効性 
本事業により、サービス提供責任者の資質向上が図られた。 

（２）事業の効率性 
 専門知識を持つ職能団体への委託によって研修の周知や企

画運営などにおいて効率的な事業運営が図られている。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.６】認知症介護研修事業、実践者等養成

事業 

【総事業費】 

2,767 千円 

事業の対象となる区

域 

北部圏域、中部圏域、南部圏域、宮古圏域、八重山圏域（沖縄

県全体） 

事業の実施主体 沖縄県 

事業の期間 平成 28 年 4 月～平成 29 年 3 月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

今後増加が予想される認知症の人に対し、より多くの介護サー

ビス事業所の従業者に対して、認知症の人に対する適切なサー

ビス提供等に関する知識の習得を図る必要がある。 

 

事業の内容（当初計

画） 

○地域密着型事業所で認知症高齢者に対する適切なサービス

の提供に関する知識等を習得させ、介護サービスの質の向上・

充実を図る研修を実施。 

・認知症対応型サービス事業主に対し、運営に必要な知識を

習得させる。 

・認知症対応型サービス事業所の管理者及び管理者就任予定

者に対し、必要な知識や技術を習得させる。 

・小規模多機能型サービス等事業における計画作成担当者に

対し、計画作成に必要な専門的知識や技術を修得させる。 

○認知症介護指導者に対し、最新の専門的知識及び技術を習得

させる研修。 

○認知症介護に携わる者に対し、介護サービス事業所における

認知症に関する基礎的な知識等を習得させる研修。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

・認知症対応型サービス事業開設者研修 10 人 

・認知症対応型サービス事業管理者研修 40 人 

・小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 20 人 

・認知症介護指導者フォローアップ研修 2 人 

・認知症介護基礎研修 500 人 

アウトプット指標

（達成値） 

・認知症対応型サービス事業開設者研修 4 人 

・認知症対応型サービス事業管理者研修 58 人 

・小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 19 人 

・認知症介護指導者フォローアップ研修 2 人 

・認知症介護基礎研修 364 人 



   

31 
 

事業の有効性・効率

性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：地域密着型事業所の管

理者等に対する研修は、定員数を上回る研修もあり、地域密着

型事業所において関心の高い研修となっている。 

また、認知症介護基礎研修については、新任の介護職員向けの

内容となっており、事業所で業務を遂行する上での認知症に関

する基礎的な知識及び技術の習得に役立っている。 

（１）事業の有効性 
地域密着型の事業所の管理者や計画作成担当者、及び介護サー

ビス事業所の介護職員等に対し、認知症に関する知識の習得を

図ることで、地域における認知症の人の生活を支える介護の提

供を図ることができた。 
（２）事業の効率性 
研修の講師を務める認知症介護指導者に対し、最新の認知症に

関する専門的知識及び技術を習得させ、研修カリキュラムの見

直し等を随時検討することで、研修内容の充実を図り、引き続

き認知症介護従事者の資質向上の支援を行う。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.７】介護職員等の医療行為実施研修事業 【総事業費】 

30,249 千円 

事業の対象となる区

域 

北部圏域、中部圏域、南部圏域、宮古圏域、八重山圏域（沖縄

県全体） 

事業の実施主体 沖縄県 

事業の期間 平成 28 年 4 月～平成 29 年 3 月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

医療を介護双方のニーズを併せ持つ要介護高齢者、障害者・児

が増加しており、より専門的な知識を持った介護人材の育成が

必要。 

アウトカム指標：認定特定行為業務従事者認定数（基準年から

の増加分３６％） 

事業の内容（当初計

画） 

高齢者が地域で自立した生活を営めるよう、医療・介護・予防・

住まい・生活支援サービスが切れ目なく提供される「地域包括

ケアシステム」の実現に向けた取組みを進めるため、介護職員

等に対し、一定条件の下で喀痰吸引等の医療行為を実施できる

よう研修を実施する。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

      【研修受講人数】 【実施回数】 【実施箇所】     

第１・２号研修    ７０人     ３回    ３箇所 

第３号研修     １００人     ２回        １箇所 

指導者養成研修    ５０人     １回    １箇所 

アウトプット指標

（達成値） 

      【研修受講人数】 【実施回数】 【実施箇所】     

第１・２号研修   １２３人     ３回    ２箇所 

第３号研修      ８４人     ４回        ３箇所 

指導者養成研修    ５１人     １回    １箇所 

事業の有効性・効率

性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：認定特定行為業務従事

者認定数の増加（基準年からの増加分９０％） 

観察できた  →  指標：９０％に増加した。（※背景にあ

る医療・介護ニーズで定めたアウトカム指標と必ずしも一致す

るものではない。） 

（１）事業の有効性 
本事業により認定特定行為業務従事者認定数の９０％増加が

図られた。 
（２）事業の効率性 
民間の登録研修機関の養成に加え、県の委託事業での養成を行

うことで研修機会、養成人数の増加が図られた。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.８】介護支援専門員資質向上事業 【総事業費】 

21,524 千円 

事業の対象となる区

域 

北部圏域、中部圏域、南部圏域、宮古圏域、八重山圏域（沖縄

県全体） 

事業の実施主体 沖縄県 

事業の期間 平成 28 年 4 月～平成 29 年 3 月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

高齢者ごとの事情に即したケアプランの作成により、介護サー

ビスの適正な提供を図る。 

アウトカム指標：介護支援専門員の資質向上 

事業の内容（当初計

画） 

介護支援専門員を対象として、実務研修、専門研修（専門Ⅰ、

専門Ⅱ）、更新研修、再研修、主任介護支援専門員研修、主任

介護支援専門員更新研修を実施する。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

・介護支援専門員の資質の向上 

アウトプット指標

（達成値） 

・介護支援専門員の資質の向上 

 実務研修 168 人 

 専門研修 213 人 

 更新・再研修 110 人 

 主任介護支援専門員研修 45 人 

主任介護支援専門員更新研修 90 人 

事業の有効性・効率

性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：介護支援専門員の養成

人数と資質向上  

観察できた → 指標：介護支援専門員実務者研修修了者とし

て 168 人の新たな介護支援専門員を養成した。 

（１）事業の有効性 
本事業により、新たな介護支援専門員の養成(今年度は 168

人)と介護支援専門員の資質向上が図られた。 
（２）事業の効率性 
 専門知識を持つ職能団体への委託によって研修の周知や企

画運営などにおいて効率的な事業運営が図られている。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.９】介護役職者向けマネジメント研修事

業 

【総事業費】 

908 千円 

事業の対象となる区

域 

北部圏域、中部圏域、南部圏域 

事業の実施主体 沖縄県 

事業の期間 平成 28 年 4 月～平成 29 年 3 月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

介護の現場において、マネジメント研修が行われていない事業

所がある。 

アウトカム指標：介護離職率の低下を図る。（離職率 20.7%(沖

縄県)）※平成 26 年度介護労働実態調査結果（都道府県版） 

事業の内容（当初計

画） 

介護役職者及びその候補者が適切なマネジメント能力を身に

つけられるように、組織管理及び労務関係法知識等の研修を実

施する。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

介護役職者等にマネジメント研修を実施 

（全３回：１回あたり 100 人受講） 

アウトプット指標

（達成値） 

介護役職者向けマネジメント研修を実施 

（全３回：計 213 人） 

事業の有効性・効率

性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：離職率 22.9%(沖縄県) 

平成 28 年度介護労働実態調査結果（都道府県版）であり、介

護離職率は低下しなかったものの、受講者アンケートによると

研修内容は概ね理解がなされており、組織管理及び労務関係法

知識等の普及が図られた。 

（１）事業の有効性 
 平成 28 年度は中堅職員向けに研修を開催したが、今後は職

員の階層を更に区分して、職務ごとに適切な研修内容を検討す

る。 
（２）事業の効率性 
 専門知識を持つ職能団体への委託によって研修の周知や企

画運営などにおいて効率的な事業運営が図られている。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.１０】視覚障害者に配慮した養護老人ホ

ーム改修等事業 

【総事業費】 

698 千円 

事業の対象となる区

域 

中部圏域 

事業の実施主体 社会福祉法人 

事業の期間 平成 28 年 4 月～平成 29 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

沖縄県において盲養護老人ホームは未設置のため、視覚に障害

のある高齢者に配慮したより適切なケアが求められる。 

アウトカム指標：既存養護老人ホーム（１施設）において、視

覚障害者に配慮した対応ができる人材の配置（環境整備） 

事業の内容（当初計

画） 

沖縄県高齢者保健福祉計画おいて既存の養護老人ホームを一

部視覚に障害のある高齢者専用スペースとして改修すること

となった。それに伴い、改修対象の養護老人ホームの職員が、

視覚に障害のある高齢者に配慮した対応ができるよう研修を

行う費用を補助し、視覚障害者の処遇の適切な実施を図る。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

新任ケアワーカー研修 ３人 

盲養護老人ホーム実地研修 ３人 

アウトプット指標

（達成値） 

新任ケアワーカー研修 ２人 

ケアワーカー研修 １人 

テーマ研修 ２人 

盲養護老人ホーム実地研修（奈良県） １人 

盲養護老人ホーム実地研修（東京都） １人 

盲養護老人ホーム実地研修（福岡県） １人 

事業の有効性・効率

性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標 ： 研修での知識やスキ

ルが、既に入所している方への日々のサービス向上につながっ

ている。 

（１）事業の有効性 視覚に障害のある高齢者に対するケアの

基礎的知識や専門的技術について学べたことで、施設において

視覚に障害のある高齢者への専門的ケアの向上につながった。

（既に施設内に視覚障害者が入所している。） 
（２）事業の効率性 研修先やメニューについて施設側の意見

を取り入れ、また施設の研修職員が、実地研修先と直面してい

る課題や必要スキル等について直接調整を重ねたことで、無駄

の無いより実践に近い研修となった。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.１１】認知症地域医療支援研修事業 【総事業費】 

5,367 千円 

事業の対象となる区

域 

北部圏域、中部圏域、南部圏域、宮古圏域、八重山圏域（沖縄

県全体） 

事業の実施主体 沖縄県 

事業の期間 平成 28 年 4 月～平成 29 年 3 月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

今度の認知症高齢者の増加に対して、各地域における認知症の

早期発見・早期診断・早期対応のための体制整備の強化が必要。 

アウトカム指標：各種専門職への研修により、認知症の早期発

見・早期診断・早期対応のための体制整備の強化が図られる。 

事業の内容（当初計

画） 

・「認知症サポート医養成研修」認知症の人の診療に習熟し、

かかりつけ医等への助言やその他の支援を行い、専門医療機

関や地域包括支援センター等との連携の推進役となる認知

症サポート医を養成する。 

・「認知症サポート医フォローアップ養成研修」認知症サポー

ト医等が、地域における認知症の人への支援体制の充実・強

化を図ること、また、認知症サポート医等の連携強化を図る

ことを目的とする研修。 

・「病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修」病院勤

務の医師、看護師等の医療従事者に対し、研修を行うことに

より、病院での認知症の人の手術や処置等の適切な実施の確

保を図ることを目的とする。 

・「かかりつけ医認知症対応力向上研修」認知症の発症初期か

ら状況に応じた認知症の人への支援体制の構築を目的とし

て、主治医（かかりつけ医）に対して研修を行う。 

・「認知症地域支援推進員研修」市町村において支援機関の連

携を図るための支援や認知症の人やその家族を支援する相

談業務等を行う認知症地域支援推進員のための研修を行う。 

・「認知症初期集中支援員研修」認知症が疑われる人や認知症

の人及びその家族を訪問、観察・評価、家族支援などの初期

の支援を包括的、集中的に行う支援チーム員に対する研修を

行う。 

・「薬剤師向け認知症対応力向上研修」薬剤師に対して認知症

に対する研修を行うことにより、認知症の方への適切な対応

の実施を目的とする。 

・「歯科医師向け認知症対応力向上研修」歯科医師に対して認
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知症に対する研修を行うことにより、認知症の方への適切な

対応の実施を目的とする。 

・「看護職員認知症対応力向上研修」必要な基本知識や実践的

な対応力を習得し、同じ医療機関等の看護職員へ伝達するこ

とで、医療機関内等での認知症ケアの適切な実施とマネジメ

ント体制の構築を目的とする。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

・サポート医養成研修受講者数１５人 

・病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修受講修了者

数２００人 

・かかりつけ医認知症対応力向上研修受講修了者数１００人 

・認知症地域支援推進員研修受講修了者数７５人 

・認知症初期集中支援員研修受講修了者数２０人 

・薬剤師向け認知症対応力向上研修受講者数３００人 

・歯科医師向け認知症対応力向上研修受講者数４０人 

・看護職員認知症対応力向上研修受講者数４０人 

アウトプット指標

（達成値） 

・サポート医養成研修受講者数１６人 

・病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修受講修了者

数７８人 

・かかりつけ医認知症対応力向上研修受講修了者数２３人 

・認知症地域支援推進員研修受講修了者数６７人 

・認知症初期集中支援員研修受講修了者数１１人 

・薬剤師向け認知症対応力向上研修受講者数３５３人 

・歯科医師向け認知症対応力向上研修受講者数８人 

・看護職員認知症対応力向上研修受講者数８１人 

事業の有効性・効率

性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・サポート医養成研修受講者数（累計：４９人） 

・病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修受講修了者

数（累計：２７３人） 

・かかりつけ医認知症対応力向上研修受講修了者数（累計：３

９８人） 

・認知症地域支援推進員研修受講修了者数（累計：１３０人） 

・認知症初期集中支援員研修受講修了者数（累計：１８人） 

・薬剤師向け認知症対応力向上研修受講者数(累計：３５４人） 

・歯科医師向け認知症対応力向上研修受講者数(累計：８人) 

・看護職員認知症対応力向上研修受講者数(累計：８１人) 

（１） 事業の有効性 
本事業により地域における認知症の早期発見・早期診断・早

期対応のための体制整備が図られることに寄与した。 
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（２）事業の効率性 
各種関係職種への研修事業を行うことにより、認知症の人へ

の支援体制の構築が図られた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.１２】生活支援・介護予防サービスの基

盤整備事業 

【総事業費】 

281 千円 

事業の対象となる区

域 

北部圏域、中部圏域、南部圏域、宮古圏域、八重山圏域（沖縄

県全体） 

事業の実施主体 市町村 

事業の期間 平成 28 年 4 月～平成 29 年 3 月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

平成 29 年から全保険者（県下 14）にて総合事業が実施される

中で、生活体制整備事業を効果的に展開し、多様サービス（Ｎ

ＰＯ、自治会、シルバー等）によるサービス展開を図る必要が

ある。 

アウトカム指標：生活支援コーディネーター及び協議体の数 

事業の内容（当初計

画） 

市町村（第１層）や日常生活圏域・中学校区域（第 2層）に配

置される生活支援コーディネーターや、協議体メンバー等への

養成研修を実施する。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

平成 28 年度 150 人 

アウトプット指標

（達成値） 

平成 28 年度  417 人 

事業の有効性・効率

性 

同事業展開には、「生活支援コーディネーター」及び協議体の

設置を進め、結果的には介護事業所以外の多様なサービスをつ

くっていくことであるが、まずは、コーディネーター及び協議

体の設置促進に努める。 

（１）事業の有効性 
平成 28 年度で同事業を展開するにあたっての研修内容を整

理することができたので、今後、「生活支援コーディネーター」

の養成の展開を充実して行っていく 
（２）事業の効率性 
研修の実施方向について、委託等の活用により効率的かつ効

果的に事業展開をおこなっていく 
その他 地域包括ケアシステム構築にあたり、総合事業の充実を図るために

は、生活支援体制整備事業にかかる人材育成を中長期的に行って行

く必要がある。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.１３】入退院支援連携デザイン事業 【総事業費】 

3,755 千円 

事業の対象となる区

域 

北部圏域、中部圏域、南部圏域、宮古圏域、八重山圏域（沖縄

県全体） 

事業の実施主体 社団法人等 

事業の期間 平成 28 年 4 月～平成 29 年 3 月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標：各病院、入退院支援に係る職員の円滑な入

退院連携に係る標準ツールの認知度 

事業の内容（当初計

画） 

１医療機関から在宅・施設へ円滑に移行できるための研修。 

対象：医療機関（退院調整部門）、地域（介護支援専門員及び

地域包括支援センター） 

２在宅医療・介護関係者を対象とした入退院支援連携に係る情

報を掲載したハンドブックを作成。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

情報共有ツールの整備、ハンドブック作成の研修会参加者数：

620 人 

アウトプット指標

（達成値） 

介護が必要な高齢者が安心して病院への入退院と在宅療養

ができる環境づくりのため、入退院支援連携に係る関係職員へ

標準的ツールの周知及び資質向上を図る。 

①専門研修参加者延べ 250 人、②実務者研修 5 圏域計 649 人 

事業の有効性・効率

性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：専門研修や多職種研

修により、市町村・地域包括支援センター職員・介護事業所・

医療機関等から多くの関係者が参加し、情報共有ツールの周知

を図ることができた。 

（１）事業の有効性 市町村・地域包括支援センター職員、医

療・介護関係職員に対して、情報共有ツールの周知に努めるこ

とができた。ハンドブックについては、医療介護関係者が連携

がとりやすいよう、入退院支援連携に係る情報を掲載したハン

ドブックとして作成し、各関係機関に配布。 
（２）事業の効率性 各二次福祉圏域単位で実施することによ

り、多くの関係職員の参加があった。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.１４】多職種連携ケアマネジメント研修

事業 

【総事業費】 

1,151 千円 

事業の対象となる区

域 

北部圏域、中部圏域、南部圏域、宮古圏域、八重山圏域（沖縄

県全体） 

事業の実施主体 沖縄県 

事業の期間 平成 28 年 4 月～平成 29 年 3 月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

介護支援専門員を中心とした多職種の円滑な連携によって適

切な介護サービスの提供を図る。 

アウトカム指標：ケアプランの知識を持った介護職員等の育成 

事業の内容（当初計

画） 

ケアプランの知識を持った介護職員等の育成を目的とする研

修を行う。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

・150 人程度の研修修了者の養成 

アウトプット指標

（達成値） 

・188 人の研修修了者の養成 

事業の有効性・効率

性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：ケアプランの知識を持

った介護職員等の育成  

観察できた → 指標：188 人が研修を修了し、ケアプランへ

の理解と多職種間の連携の強化が図られた。 

（１）事業の有効性 
 本事業により、ケアプランへの理解と多職種間の連携の強化が

図られた。 
（２）事業の効率性 
 専門知識を持つ職能団体への委託によって研修の周知や企

画運営などにおいて効率的な事業運営が図られている。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.１５】市民後見推進事業 【総事業費】 

4,810 千円 

事業の対象となる区

域 

中部圏域 

事業の実施主体 沖縄市、北中城村 

事業の期間 平成 28 年 4 月～平成 29 年 3 月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

本県は全国平均に比べ、高齢化率は低い水準で推移するものと見込まれ

ているが、高齢者人口に占める認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱ以上の

割合は高い状況である。高齢者が判断能力に応じて必要な介護や生活支

援サービスを受けながら日常生活を過ごしていくためにも、成年後見制

度の必要性と需要はいっそう高まっている。弁護士等の専門職による後

見人が、その役割を担うだけでなく、市民を含めた後見人（市民後見人）

を中心とした支援体制を構築する。 

アウトカム指標：家庭裁判所から市民後見人として選任される

人数 

事業の内容（当初計

画） 

○沖縄市 

・市民後見人養成のための研修を実施する。 

・市民後見人の活動を安定的に実施するための組織体制の構築

するために、市民後見人推進事業運営委員会を開催する。 

・市民後見人の適正な活動のための支援として、情報交換会、

法人後見サポーター連絡会、ケース検討会を開催する。また、

法人後見サポーターへの助言や調整を行う。 

・法人後見サポーター登録者と被後見人とのマッチングをすす

める。 

・家庭裁判所から市民後見人として選任されるよう、裁判所と

の調整、市民後見人候補者としての登録基準、受任するケー

スの想定、監督体制の構築等を行う。 

 

○北中城村 

・市民後見人養成のための研修を実施する。 

・市民後見人の活動を安定的に実施するための組織体制の構築

するために、市民後見人の育成と活用に関する運営委員会を

開催、事業検討部会を設置する。また、法人後見実施機関設

立に向けて村社会福祉協議会へ事業を一部委託し、権利擁護

支援センターを設立する。センターを中心とした北中城にお

ける権利擁護支援体制の構築や権利擁護の支援者のバック
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アップ機関として機能を整備する。 

・市民後見人の活動の推進を図るため、活動内容の周知し、専

門職に対する研修会、地域住民を対象とした勉強会、講演会

を開催する。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

○沖縄市 

 フォローアップ研修 ８回開催 

・市民後見推進事業運営委員会 ４回開催 

・情報交換会の開催 １回開催 

・法人サポーター連絡会 ８回開催 

○北中城村 

・上級クラス修了者数：２２人 

・市民後見推進事業運営委員会：２回開催 

・権利擁護支援講演会受講者数：１００人 

アウトプット指標

（達成値） 

○沖縄市 

・市民後見人養成のための研修の実施 

 フォローアップ研修 ８回開催（修了者数：１４人） 

・市民後見推進事業運営委員会：４回開催 

・法人後見サポーター等の連絡会：８回開催 

・情報交換会の開催 １回開催 

・法人サポーター連絡会 ８回開催 

 

○北中城村 

・市民後見人養成のための研修の実施 

 上級クラス（基礎研修修了者数：１８人、実務研修修了者数：

３人） 

・市民後見推進事業運営委員会：２回開催 

・権利擁護支援講演会受講者数：８１人 

・各種団体及び専門職を対象とした権利擁護支援研修会受講者 

 数：５６人 

事業の有効性・効率

性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

家庭裁判所から市民後見人として選任されてはいないが、市民

後見人の養成及び市民後見人として実施するための組織体制

の構築が図れた。 

（１） 事業の有効性 
本事業により、認知症の人の福祉を増進する観点から、地域

において、市民後見人を確保できる体制が整備・強化され、市

民後見人の活動が推進された。 
（２）事業の効率性 
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 市民後見人等養成研修会や、組織体制の構築のための検討会

を実施することにより、市民後見人を確保できる体制が整備・

強化され、市民後見人の活動が推進された。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.１６】腰痛のない身体介助実践研修事業 【総事業費】 

894 千円 

事業の対象となる区

域 

北部圏域、中部圏域、南部圏域、宮古圏域、八重山圏域（沖縄

県全体） 

事業の実施主体 沖縄県 

事業の期間 平成 28 年 4 月～平成 29 年 3 月 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

地域完結型で質の高い福祉サービスを提供できる人材の育

成・確保を継続的に行える体制を整備する。 

アウトカム指標：介護離職率の低下を図る。（離職率 20.7%(沖

縄県)）※平成 26 年度介護労働実態調査結果（都道府県版） 

事業の内容（当初計

画） 

身体の使い方を改善する実践的な動きを介護従事者に習得

させ、肉体的負担を理由とした離職の防止を図る実技形式の研

修会を実施。 

５圏域×１回 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

・受講者：介護保険施設（118 施設）×３人＝354 人 

・波及効果を図るため、受講者自身が知識や技術を身につける

だけではなく、職場内の介護従事者に対して実践的な普及伝達

を行うことにより、労働環境の改善及び離職防止を促進させ

る。 

アウトプット指標

（達成値） 

・古武術介護で著名な「岡田慎一郎」氏を講師として実践研修

会を下記のとおり開催。（県内で初めての開催） 

第 1回（那覇市）42 名 

第 2 回（宮古市）19 名 

第 3 回（沖縄市）59 名 

第 4 回（那覇市) 66 名 

第 5 回 (石垣市) 28 名 

合計     214 名受講者 

事業の有効性・効率

性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：離職率 22.9%(沖縄県) 

平成 28 年度介護労働実態調査結果（都道府県版） 

であり、介護離職率の低下を達成することが出来なかった。 

 しかし、受講者については、アンケートの結果、概ね好評で

あり、実践型の研修により腰痛にかかる負担の軽減が図れた。 

（１）事業の有効性  
今後、高齢者が増加し、要介護者が増えていく中で、介護に携

わる者が、身体介助を行う上で、実践的かつ効率の良い身体の



   

47 
 

使い方の知識・技術を取得することにより、重度の要介護者の

身体介助、移動動作などを実践する際の身体介護技術の向上が

図れた。 
（２）事業の効率性 
県において、講師などの選定は場所、周知等を行ったが、専

門知識を持つ職能団体への委託することにより、研修の周知や

企画運営などにおいて効率的な事業運営が可能と思われる。 
その他  

 
 


